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要約
本稿では、多摩ニュータウン内での住宅地移動の実態について、多摩市でのアンケート
調査に基づき報告した。明らかになった点は以下のとおりである。(1)転居の背景には、前
住地における住宅状況に対する不満がある。(2)多摩ニュータウンが現在も建設途上にあり、
前住地付近でも新しい住宅物件が供給され続けていることもあって、新居は前住地からあ
まり遠くない範囲で探されている。 (3)対象世帯の世帯主が持ち家を指向する40-50歳代に
集中しているため、持ち家間移動が借家・賃貸住宅から持ち家への移動を上回っている。
(4)新居の選定に当っては、妻の意見が反映される場合が多く、主な選択基準は住宅状況で
あり、利便性、快適性が副次的に考慮される場合もある。
1.はじめに
日本の大都市圏内にあるニュータウンは、一般
に、母都市へ通勤する人たちが集住するベッド
ルーム・タウンのイメージが強い。定住プロセス
的には、以前母都市に住んでいた人たちがライフ・
ステージの進行に伴って郊外へ移り住んでできあ
がったのが、ニュータウンと考えられるのである。
ところが、ニュータウンへ移り住んだ人たちの
前住地を具体的に調べてみると、上記の定住プロ
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セスとは異なる転居行動をしている場合がみうけ
られる。筆者のうちの一人は、 1997年10月に多摩
ニュータウン内の八王子市南大沢周辺に住む世帯
の生活時間調査を行なった際(杉浦、 1998)、各
世帯の前住地も調べた。それによると、東京23区
から移り住んだ世帯は14%にすぎず、前住地で一
番多かったものは多摩ニュータウンに隣接する多
摩地区の34%であり、それとほぼ同じ割合を示す
ものが、同じニュータウン内を前住地とするもの
33%であった。さらに、多摩ニュータウンを東西
に分けてみると、南大沢を含むニュータウン西部
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地区は前住地の24%を占めていた。
以上の数字からわかることは、多摩ニュータウ
ンに限ってみても、ニュータウンは必ずしも直接
母都市から移り住んだ人たちが集住する場所では
なく、転居行動をみると意外にニュータウン内の
移動が多いという事実である。もっともこの結果
には母都市東京との距離も関係しているようであ
り、より東京に近い多摩市では東京23区を前住地
とする人の割合がもう少し増える傾向にある(若
林、 1998、p.16)。
予想に反してニュータウン内での住宅地移動が
多い理由としては、多摩ニュータウンがいまだ建
設途上にあり、新しく住宅が供給され続けている
ことを指摘できょう。本稿でとりあげる、市域の
約6割が多摩二ュータウン内にある多摩市でも、
1990年代に入り、住宅・都市整備公団(住都公団、
現都市基盤整備公団)、東京都、東京都住宅供給
公社による賃貸住宅の供給はほぼ一段落したが、
住都公団による(建物付)宅地分譲は依然続いて
いる1)。
こうしたすぐ身近に新しい住宅物件が多いこと
に加え、多摩ニュータウンでは、比較的質のよい
住宅が供給されたこともあって、移り住んだ人た
ちが住環境にほぼ満足しており(若林、1998、p.15、
p.18)、定住・永住意識が強い(三谷ほか、 1995、
p.17 ;福原、 1998、p.88;若林、 1998、p.22)こ
とが、ニュータウン内移動に関係していると思わ
れる。さらに制度的には、関係自治体が、ニュー
タウン内で新しく供給される公共住宅に地元の人
を優先的に入居させる地元枠の制度を設けている
ことも、ニュータウン内移動を多くしている一因
といえよう o
本稿は、これまでとりあげられることのなかっ
た多摩ニュータウン内での世帯の住宅地移動に関
し、多摩市を事例として、住環境評価との関連に
焦点をあてながら、その実態について報告するこ
とを目的とするものである。その際、対象世帯の
選定に当っては次のような手)1債をとった。 1995年
5月現在の電話帳をもとに、過去5年間に多摩市
内において住宅地移動を行なった約3.000世帯の
中から、前住地が市内のニュータウン地区内に
あった150世帯を層化無作為抽出し、調査への協
力をお願いした 2)。そして、 1996年12月に訪問留
め置き法により、住環境と住宅地移動に関する質
問項目を記載したアンケートを配布・回収した。
本稿では、そのうち利用可能なアンケート回答を
寄せていただいた109世帯を以下での考察対象と
している。なお、対象世帯の属性については前もっ
て述べることはせず、必要に応じ考察の中で適宜
ふれることにする。
2.前住地の住環境評価
世帯をとりまく内外の居住ストレスがある闇値
を越えたとき転居行動(転居の有無の意思決定と
転居先の選択)を生じさせる(上田ほか、 1996、
p.174 ;若林、 1998、p.10)と考えると、住環境
の不満が転居のきっかけになっている可能性があ
る。そこで、まず対象世帯の前住地の住環境に対
する満足度を検討してみたい。評価項目は、大き
くは安全性、保健性、利便性、快適性、住宅状況
に分かれ、合計37項目、それに総合評価からなっ
ている。対象者は、以上の38項目各々について7
段階評価(最大の満足度7、最大の不満度 lで、
4が普通)を行なっており、表 lにはその平均値
が示されている。
結果を一見して分かることは、大項目別では、
住宅状況を除く、他の四つの大項目の評価は普通
を上回っており、住宅状況のみとくに満足度が低
いことである。しかも変動係数値からみて、住宅
状況の満足度は他の大項目よりも世帯によってバ
ラツキが大きい。総合評価が4.55で、前住地が住
環境一般でほぼ満足しうるものであったと評価さ
れていることからも、住宅状況の満足度の低さは
際立つている。
次に、各項目についてみてみると、安全性は全
項目で普通以上の評価がなされており、「水害に
対する安全性J(6.02)、「地すべりや崖崩れに対
する安全性J(5.59)、「交通事故に対する安全性」
(5.09)の満足度が高い。保健性は項目の数が他
の大項目より少ないが、全項目で評価はほぼ5.0
を上回り、満足度は高い。とくに「工場等による
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表 1 住環境評価結果
非常に
評価項目 不満
1.地すべ対りやす崖る崩安れ全に対する安全性 3 
2.水害に 性
安全性 3.震災に対する安全性 6 
4.火災の発生や延焼に対する安全性 2 
5.交通事に対故すにる対安す全る安全性 。
6.犯罪 性 1 
7.排水のよさ 1 
保健性 8.ゴミの回収の仕方 。
9.工場等による公害(騒音・振動等) 。
10.自動車による公害(騒音・振動・排気ガス 5 
1.鉄パ道スの利便性のよさ 2 
12. 1~^o) "J便性のよさ 4 
13.日常の買物の使 。
14.デパー トや専門庖での買物の便 。
利便性 15.医療施設への近さ
16.文化・スポー ツ施般への近さ 。
17.保育・教育施霞への近さ 。
18.余暇・鎮楽施設への近さ 。
19.通勤先や蹴業機会への近さ 7 
20.物価の安さ 3 
21.公園などのオー ブンスペー スの多さ
22.緑の多さ
23.町並みや景観のよさ 。
快適性 24.坂道のより下りのきっさ 5 
25.静かさ 3 
26町の雰閤気のよさ
27.隣近所の人間関係 3 
28.風紀のよさ 。
3209.住住宅宅のの広新さしさ 10 
15 
31.住宅の間取り 1 
32.台所・風呂・トイレ等の住宅の設備 14 
住宅状況 33.物置・押入・納戸等の収納スペー ス 8 
34.住宅の付帯蔵備{庭・エレベー タ一等) 10 
35.住居費の負担(住宅ロー ン・家賃等} 8 
36.日当た-駐り車・風場向き・探光のよさ 1 
37.車庫 10 
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公害(騒音・振動等)J(6.01)は前記の「水害に
対する安全性」に次いで満足度が高い。以上の安
全性と保健性の大項目では4.0を下回る項目は皆
無であり、前住地の住環境のうち、この二つに関
しては満足のいくものであったといえる。
利便性については、 5.0以上の評価値を持つ項
目はなく、「物価の高さJ(3.56)、「通勤先や就業
機会への近さJ(3.51)の満足度は低いが、全体
的に前住地の利便性は普通と評価されている 3)。
快適性は大項目としては安全性、保健性に次いで
満足度が高い。「緑の多さJ(5. 79)、「公園などの
オープンスペースの多さJ(5. 70)、「町並みや景
観のよさJ(5.11)の満足度が高い一方、「坂道の
上り下りのきっさJ(3.49)の満足度は低く、丘
(n=109) 
普通 非常に 標準 変動満足 平均 偏差 係数
2 3 4 5 6 7 
2 4 23 9 23 45 5.59 1.58 0.283 。 19 9 22 57 6.02 1.28 0.212 
10 14 42 19 13 514.07 1.44 0.353 
6 21 39 21 14 614.26 1.32 0.309 
5 8 31 13 32 20 5.09 1.42 0.280 
6 12 43 21 22 414.46 1.24 0.279 
2 3 31 28 23 21 5.17 1.29 0.251 
4 5 25 26 30 19 5.19 1.30 0.251 
4 10 15 27 52 6.01 1.21 0.202 
4 13 18 16 34 19 4.96 1.66 0.333 
1 19 35 20 12 10 4.25 1.47 0.345 
8 17 29 21 22 814.40 1.52 0.344 
8 11 30 32 17 1 4.66 1.34 0.288 
9 18 36 28 17 1 4.27 1.18 0.277 
3 12 43 21 22 714.60 1.24 0.270 
10 18 52 13 14 214.08 1.16 0.283 
3 1 41 19 29 61 4.72 1.20 0.255 
8 20 57 14 8 214.00 1.04 0.259 
21 30 30 8 7 61 3.51 1.49 0.425 
1 29 57 6 3 013.56 0.95 0.266 
3 15 19 36 34 5.70 1.26 0.221 
2 2 13 19 31 41 5.79 1.30 0.224 
2 5 33 27 23 191 5.11 1.25 0.245 
25 29 28 9 10 313.49 1.43 0.411 
3 10 28 27 26 121 4.83 1.41 0.291 
1 40 28 21 714.69 1.17 0.249 
4 4 48 25 18 714.56 1.27 0.277 
3 6 41 35 22 214.67 1.01 0.216 
21 17 28 8 12 13 3.83 1.83 0.477 
26 20 22 1 1 413.34 1.67 0.501 
23 21 25 12 13 413.54 1.64 0.462 
1 22 35 13 12 21 3.61 1.53 0.425 
12 31 25 18 10 513.76 1.51 0.403 
15 25 37 15 6 1 3.50 1.34 0.385 
12 21 40 12 13 313.80 1.45 0.382 
6 4 18 18 35 27 5.38 1.46 0.272 
8 13 22 18 26 121 4.43 1.79 0.403 
1 16 29 45 15 214.55 1.05 0.231 
陵地を計画的に開発した街の特徴がよく表われた
評価となっている。
住宅状況については、 9項目中、「日当たり・
風向き・採光のよさ J(5.38)のみ満足度が高
く、「車庫・駐車場J(4.3)を除く残り 7項目の
満足度は高くない。とくに「住宅の広さJ(3.34) 
の評価は全項目中で最低である。
以上の考察より、東京都心から離れた郊外の丘
陵地につくられたニュータウンにある対象世帯の
前住地は、安全性、保健性、快適性においてすぐ
れている反面、職場から離れ、物価が安くないこ
とを除けば利便性の点では可もなし不可もなしで
あったが、こと住宅状況だけに関しては満足のい
くものでなかったことがわかる。したがって、住
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環境との関連においては、住宅状況についての不
満が転居行動をひきおこした可能性が高いと考え
られるのである。
3.転居理由
実際の転居に当つての理由についてまとめたも
のが表2である。それによると、各々ほぼ30%ず
つを占める「住宅状況の不満」と、「子供の誕生
や成長(子供の教育)Jが主な理由であり、残り
はその他さまざまな理由からなっている。「子供
の誕生や成長(子供の教育)Jの理由はより広い
居住スペースを必要とする場合を含んでいるはず
であり、「住宅状況の不満Jと多少とも関連し合っ
ているo
いま対象世帯の家族状況についてみると、ま
ず世帯規模(調査時点)は、さすがには人」家
族 (3.7%)、17人」家族 (0.9%)は少ないもの
の、 12人J家族(1.8%)、13人」家族(16.5%)
よりも、 14人」家族(55.0%)、15人」家族(22.0 
%)が圧倒的に多い。とくに I4人」家族と 15
人」家族の割合は、 1995年の多摩市全体の世帯規
模構成と比べ、各々 2倍、 3倍以上である的。ま
た同居する子供(調査時点)も、 10-3歳J(2.8 
%)、 I4歳以上で小学校入学前J(6.4%)は少な
く、自分の部屋を必要とする年齢層 u小学
生J (32. 1%)、「中学生J(32.1%)、「高校生J(30.3 
%)、「短大生・大学生・大学院生J(23.9%)、「社
会人J(27.5%))が中心である。
以上の家族状況をふまえれば、ライフ・ステー
ジの進行に伴って、住んでいた住宅が家族の居住
実態に合わなくなり、それが転居の意思決定につ
ながった場合が、理由の過半数を占めていると判
断される。前住地の住環境のなかで、住宅状況の
評価が他の大項目と比べ低かったことを考え合わ
せると、住宅事情のストレスの高まりと転居行動
の聞には関連性があるといえよう。
4.転居先の探索
然、るべき理由により、いったん転居の意思決定
がなされると、次には具体的に転居先が問題とな
る。どのような情報源によって転居先を探したか
という点については、「不動産業者J(35%)、「公
団・公社のパンフレット・案内J(30%)、「新聞
広告・折込広告J(26%)が主たる情報源となっ
ている(表 3)。これを海外先進国の場合(上田
ほか、 1996、p.176)と比べると、日本の特徴と
して公共住宅の供給制度が比較的整っていること
と関係して、公共住宅供給機関のパンフレット・
案内が情報源として利用されていることが、最も
大きな違いである。また、親類・友人の紹介によ
るものの割合が少なく、自分で実際に物件を見て
回って見つける人が多くない点でも、大きな相違
がある。こうした海外先進国との違いは、前住地
付近で現在も開発を続けている住都公団の現地案
表2 転居理由
1卒藁
2.結婚
3.子供の誕生や成長(子供の教育)
4.親の面倒をみるため
5.不動産を相続したため
6.就職
7.転勤
8転勝・転業
9.ヲl退や定年退職
10.友人や家族と離れていたため
11.立ち退きを求められたため
12.住環境評価で不満と答えた住宅状況の理由のため
13住環境評価で不満と答えた住宅状況以外の項目の理由のため
14その他
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表3
1新町広告示面五志吾
2.住宅情報誌
3.公団・公社のパンフレット・案
4.ダイレクトメー ル
5.看板広告
6.不動産業者
7友人・知人・親戚の紹介
8.付近を通って偶然見つけた
9.その他
内所が近くにある一方で、新開地ということも
あって親類は近所になく、友人・知人関係も希薄
という、まさに日本のニュータウンの特徴と不可
分の関係にあるといえよう。
直接現地を見て回って探すといった手聞をかけ
ない点は、転居先の探索に要した期間にも表われ
ている。最も割合が多い探索期間は2割を占める
6ヶ月であるが、 1-3ヶ月が約4割を占めてお
り、 6ヶ月以内が全体の 7害IJに達している(表4)。
もちろん、 l年ないしはそれ以上の期間をかけて
新居を探した世帯もあるが、それは少数派である。
探索期聞が短いことは当然探索の範囲を狭くする
可能性が高い。実際、 6割の人は「多摩市内の他
の場所j において、 3割の人は「多摩市内以外の
多摩ニュータウン内」において、現住地以外に転
居先を探しており(表5)、前住地から極めて狭
い距離範囲で新居を探していることがわかる。そ
して、現住地以外の探索を全く行なわなかったと
いう世帯も 4分の lある。
こうした探索期間の短さ、探索範囲の狭さは、
実際に住宅決定をする「人」と関係している可能
性がある。なぜならば、少なくとも新居の決定に
際し、一番影響力を持っていた人は、妻53.2%、
夫37.6%、子供4.6%、その他1.8% (夫と妻両方
0.9%、妻と子供両方1.8%)であり、世帯主の夫
よりも妻の意見が強く反映されている世帯が過半
数を超えているからである。それは、転居の主た
る理由が、住宅事情に関するものであるため、家
の維持・管理、家族の世話の責任を負っている妻
の意見が住宅決定において最重視されたからであ
ろう。しかし一方、対象世帯の半数 (51.4%)は
表4 住宅を探すのに要した期間
(n=109) 
謹宣
η19(17.4) 
21 11(10.1) 
3リ 11(10.1)
41 10( 9.2) 
引 3(2.8) 
創 23(21.1)
創 3(2.8) 
1則 2(1.8) 
111 1( 0.9) 
121 10( 9.2) 
151 1( 0.9) 
1別 2(1.8) 
231 1( 0.9) 
241 2( 1.8) 
271 2( 1.8) 
361 1( 0.9) 
601 3( 2.8) 
711 1( 0.9) 
721 1( 0.9) 
1201 2可1.8)
吟120カ月と答えたうちの1件はr10年近むという
記述から推測したものである.その判断理由
Iま.r公団の分譲地に何度も応募して.ようやく
当選した』とあるからである.
表5
1.多車市内扇面白事甫
2.多摩市以外の多摩ニュータウン肉
3.多摩ニュータウン以外の多摩地区
4東京23区
5.神奈川県
6.埼玉県
7.千葉県
a山梨県
9.その他
1O.探さなかった
共働き世帯(調査時点)であるので、夫同様、妻
の半数は転居先の探索に十分な時聞がさけないこ
とが考えられる。こうした時間的な制約が、受動
的な情報源に頼る狭域な住宅探索行動を生じさせ
ているといえよう
5.住宅決定
住宅の種類(表6)をみると、!日居の場合、マ
ンションなどの集合住宅の持ち家 (45.0%)、公
団・公社・公営の借家・賃貸住宅 (37.6%)、ア
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表6 I日居と新居の住宅の種類
(n=109) 
新居
2持ちま 4民閣の借 5公団・公
計∞1.持ち憲(1(マンション 3ま.畏{聞1戸の建借 家(7パ一位・公営の 6社宅・公 7.下宿・聞 8その他
戸建て} などの象台 て} ト合な住どの宅集}借家・賃貸 窃員住宅 借り
住宅} 住宅
21.持持ちち家家((マ1戸ン建ショてン)などの集合住宅)
1 2( 1.8) 
9 37 1 1 49(45.0) 
3.民聞の借家(1戸建て} 1 1( 0.9) 
l日4.畏聞の借家(アパー トなどの集合主宅住宅 3 4 2 3 12(11.0) 
宅5.公団・公社・公営の借家・賃貸住 6 27 5 2141(37.6) 
6.社宅・公務員住宅 1 1( 0.9) 
78.下その宿他・間借り O( 0.0) 
1 3( 2.8) 
計 19(17.4) 71(6里.1) 2( 1.8) 3( 2.8) 9( 8.3) 1( 0.9) O( 0.0) 4( 3.η 109 
表7 住宅決定の際の評価基準(上位3項目の頻度)
(n=10η 
評価項目 1順位2 3 計
1.地すべりや崖崩れに対する安全性 1 o o 
2.水害に対する安全性 o o 1 
安全性 3.震災に対する安全性 4 o 5 
4.火災の発生や延焼に対する安全性 1 2 o 3 
5.交通事故に対する安全性 。 o 1 
6.犯罪に対する安全性 1 。 2 
7.排水のよさ 1 o o 
保健性 8.ゴミの回収の仕方 o 1 o 1 
9.工場等による公害〈騒音・撮動等) o o o o 
10.自動車による公害(騒音・振動・排気ガス) 1 2 1 4 
11.パ鉄ス道のの利利便便性性の信孟よささ 12 6 11 29 
12. 2 4 
13.日常の買物の便 o 8 7 15 
14.デパートや専門庖での買物の便 o 2 3 
利便性 15.医療施設への近さ
。2 o 2 
16.文化・スポーツ施設への近さ 。。o o 
17.保育・教育施設への近さ o 6 4 10 
18.余暇・娯楽施設への近さ o o o o 
19.通勤先や就業機会への近さ 4 4 4 12 
20.物価の安さ o o o o 
21.公固などのオーブンスペースの多さ 1 4 6 1 
22.緑の多さ 4 8 13 
23.町並みや景観のよさ 3 2 4 9 
快適性 24.坂道の上り下りのきっさ
。o 1 
25.静かさ 1 3 3 7 
26.町の雰囲気のよさ o 2 4 6 
27.隣近所の人間関係 1 1 3 
28.風紀のよさ o 1 2 
29.住宅の新しさ 6 7 5 18 
30.住宅の広さ 39 12 6 57 
31.住宅の間取り 8 19 7 34 
32.台所・風自・トイレ等の住宅の設備 o 3 4 7 
住宅状況 33.物置・押入・納戸等の収納スペース 。3 4 7 
34.住宅の付帯設備(庭・エレベーター等) 2 3 2 7 
35.住居費の負担(住宅ローン・家賃等) 1 2 1 14 
36.日当たり・風向き・採光のよさ 2 3 6 11 
37.車庫・駐車場 4 3 8 
計 107 104 98 
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ノfー トなどの集合住宅の借家(11.0%)が全体の
9割を占め、持ち家と借家・賃貸住宅の割合はほ
ぼ措抗している。それが新居になると、全体の 9
割はマンションなどの集合住宅の持ち家 (65.1 
%)、一戸建て持ち家(17.4%)、公団・公社・公
営の借家・賃貸住宅 (8.3%)で占められ、圧倒
的に持ち家の割合が多くなっている。住宅の種類
閣の主な移動をみると、マンションなどの集合住
宅の持ち家から、同じマンションなどの集合住宅
の持ち家へ全体の33.9%、一戸建て持ち家へ全体
の8.3%が移動しているのに対し、公団・公社・
公営の借家・賃貸住宅からマンションなどの集合
住宅の持ち家への移動は全体の24.8%であり、借
家・賃貸住宅から持ち家への移動以上に持ち家間
の移動が多い。
持ち家への移動の多さは、対象世帯の世帯主(調
査時点)の年齢が40歳代55.0%、50歳代27.5%、
60歳代9.2%、30歳代8.3%というように、持ち家
を指向する40-50歳代に集中しているからであろ
う。また、対象世帯の職業構成をみても、ほとん
どがホワイトカラー層(管理職28.4%、技術職
20.2%、専門職11.9%)、グレーカラ一層(事務
職13.8%、営業・販売サービス職11.0%)であり、
前者が6割を占めていることから判断して、収入
的にも持ち家の住宅ローンを十分組みうる世帯の
割合が多いと考えられる。
実際に住宅を決定する際に、前出の37の住環境
評価項目のいずれを重視したかについて、第 1位
から第3位までにあげられたものを調べた結果が
表7に示しである。第 l位にあげられた項目のう
ち、最重視されたものは「住宅の広さJ(36.4%) 
で、次いで「鉄道の利便性のよさJ01. 2%)、「住
居費の負担(住宅ローン・家賃等)J (10.3%)が
重視されている。大項目別にみても住宅状況が住
宅決定の主な評価項目となっている。利便性、快
適性もある程度考慮されているが、それらに比べ
ると、安全性、保健性はほとんど考慮されていな
い。最後の点については、すでにみたように、前
住地の安全性、保健性の満足度が比較的高かった
ことから、同一市内の転居ゆえ、この2点はあえ
て考慮する必要がないと考えたことの表われかも
しれない。第2・3位の評価項目を合わせてみる
と、住宅状況が依然として最も重視されているが、
利便性、快適性のウェイトも高まっている。した
がって、住宅決定の第 lの評価基準は住宅状況に
関するものであり、次いで利便性、快適性が重視
されて住宅選択がなされたといえよう。
表8 部屋数
現在住んでいる住宅の部屋数は、台所、トイレ、
風呂を除き、すべて r3部屋」以上であり、 r4 
部屋Jが42%、r5部屋」が33%であり、 r8部屋」
の世帯も一つある(表 8)。多摩市の l世帯当た
りの平均部屋数が3.715)であり、多摩市に住んで
いる居住期間を全く限定しない別のサンプル世帯
の場合(若林、 1998、p.16)と比べても、 1-2
部屋多くなっているため、確かにより広い住宅を
求めて転居したことがわかる。ただし、現在住ん
でいる住宅の購入価格ないしは家賃については、
新築のものが全体の45%を占めることもあって
か、 4分の 3の世帯が割高と感じている(表9)
ため、たとえ高くてもともかくスペースを中心と
した住宅の質を第一に考えて転居した世帯が比較
的多いのである。
表9 新居の購入価格・家賃の評価
弄
普通
非常に高い
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図 1 住宅地移動の方向 (n= 84) 
6.移動の方向性
最後に、判明するものについてのみ、旧居から新
居への空間的な移動を示すと図 lのようになる。
移動距離を 1kmごとの距離帯に分けてみると、 3
分の 2が2km未満で、あり、短距離移動が卓越して
いる(表10)。このうち、ほぼ2kmを上回る比較
的距離の長い移動は「東から西へj と「南から北
へJの方向にみられる。前者は小田急多摩線の始
発駅の唐木田駅周辺への集中的転居に、後者は特
急が停車する京王相模原線多摩センター駅北東の
愛宕地区への集中的転居と、ニュータウン地区外
の市内への分散的転居に比較的顕著である。唐木
田地区と愛宕地区では、近距離からの転居が集中
している市内南西端の鶴牧地区とともに1990年代
に入っても、住都公団の(建物付)宅地分譲が行
なわれている。このうち、転居のほとんどが持ち
家一戸建てへのものであった愛宕地区は、ニュー
タウン開発の初期の1971-1973年に東京都の賃貸
住宅建設、東京都住宅供給公社の賃貸住宅建設・
(建物付)宅地分譲が行なわれ、地区の開発自体
表10 移動距離別世帯数
0.00-0.99km 
1.00-1.99 
2.00-2.99 
3.00-3.99 
4.00-
言F
E 旦重量盟
29(34、5)
28(33.3) 
19α2.6) 
6( 7.1) 
2( 2.4) 
84 
は古い。また、鶴牧地区も、 1981-1983年に住都
公団の賃貸住宅建設・(建物付)宅地分譲、東京
都の賃貸住宅建設が行なわれている。それに対し、
唐木田地区で住都公団の(建物付)宅地分譲が始
まるのは唐木田駅が開業した1990年からマあり、
唐木田地区自体の開発は多摩市の中では最も新し
い。開発の新旧はともかくとして、唐木田地区と
愛宕地区への転居に、鉄道駅への近接性が住宅決
定の決め手のーっとなっていることは明らかであ
る。ちなみに、住宅を決定する際の評価項目の中
で「住宅の広さJに次いで上位にあげられていた
ものが「鉄道の利便性のよさJであったが、全体
的にみても、現住地の方が最寄り駅までの距離が
短くなった世帯は 6割 (50世帯)あり、最寄り駅
までの平均距離は、前住地が1.06kmであったのに
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対し、現住地はO.8kmとやや短くなっている。
1.むすび
本稿では、多摩市内で5年以内に転居した109
世帯を対象にして、多摩ニュータウン内での住宅
地移動について報告してきた。転居の背景には前
住地における住環境のうち、とくに「住宅の広さJ
など住宅状況に対する不満があることがわかっ
た。新居の探索は、多摩ニュータウンが現在も建
設途上にあり、前住地付近でも新しい住宅物件が
供給され続けていることもあり、前住地からあま
り遠くない範囲で行なわれている。そして、対象
世帯の世帯主が持ち家を指向する40-50歳代に集
中しているため、持ち家間移動が借家・賃貸住宅
から持ち家への移動を上回っており、新居の選定
に当っては、妻の意見が反映される場合が多く、
住宅状況が第lの選択基準であり、利便性、快適
性が考慮される場合もあった。
以上の事実より、多摩ニュータウン内での住宅
地移動を規定する主要因として、当該世帯の住宅
状況に対する不満を指摘することができる。ただ
し、それがニュータウン内移動固有なものかどう
かという点については、ニュータウン外への住宅
6.50 
l・安全性 (r=O.988) 
6.ω ト。保健性(司.984)
畠利便性(r=O.923)
x快適性(r=O.990)
0住宅状況(r=O.936)
5.50 
骨QI5.∞ 
包
帯@4.50
4ω 
3.50 
3.∞ 
• 
x 
• 皇
。
。
一一一.一一一
3.00 3.50 4.ω4.50 5.00 5.50 6.00 6.50 
移動者
図2 移動者(本稿の対象世帯)と滞留者(若林 (1998)
の対象世帯)の住環境評価の相関図
地移動との比較を待たねばならない。他方、居住
歴を問わない多摩市内の別のサンプル世帯に対す
る現住地の住環境評価の結果においても、住宅状
況への不満が最も強いことがわかっている(若
林、 1998)。かっその評価結果と本稿の評価結果
の相関はr=0.962“(有意水準 1%で有意)と極
めて高い(図2)。とすれば、かりに本稿の対象
世帯を移動世帯、前記の多摩市内の別の世帯を滞
留世帯と仮定するとき、住宅状況が転居の有無を
決定する真の要因と速断するのはむつかしいかも
しれない。
とはいえ、国2には興味深い二つの事実がみら
れる。第 lに、安全性 (r=0.988“)、保健性 (r
=0.984“)、快適性 Cr=0.990**)に限つての相
関は前記の全体の相関よりさらに高いのに対し、
利便性 Cr=O.923“)と住宅状況 Cr=0.936“) 
の相関については全体の相闘をやや下回っている
事実がみられるのである。これは、後者二つのカ
テゴリ一項目の評価については、移動者と滞留者
の間で不一致が多少みられることを示唆する。さ
らに、図2において前者三つのカテゴリーの項目
はほとんどが右上りの450 方向の直線(移動者の
評価と滞留者の評価が全く一致する場合)の下側
に分布するのに対し、後者二つのカテゴリーの項
目は半分ないしはそれ以上が右上がりの450 方向
の直線の上側に分布している。これは、住宅状況
と利便性については移動者の方が不満をより強く
抱いていることを意味している。移動者と滞留者
の間で住宅状況と利便性の各項目の評価値の差は
わずかであるが、移動者のこの二つの評価項目、
とくに前者に対する強い不満が住宅地移動の意思
決定に至らしめた可能性はあるかもしれない。こ
の点に関し正確な結論を得るには、滞留者を視野
に入れたニュータウン内外への住宅地移動のより
大規模で詳細な研究を必要としている。
さて、以上でみてきた比較的活発なニュータウ
ン内での住宅移動は、一面において、移動世帯の
ニーズに合った新しい住宅がこれまで供給され続
けてきたことに支えられている。ところが多摩市
は1994年からすでに人口減に転じており的、 10年
以内に予想されるニュータウンの完成に伴って新
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しい住宅が大量に供給されなくなれば、ベッド
ルーム・タウンの魅力が半減する結果、市内での
住宅地移動のみならず流入人口も減少して、人口
減がさらに進む可能性がある。そうした際にも、
ベッドルーム・タウンとして人口を維持していく
ためには、住み良い生活環境の整備もさることな
がら、良質な中古住宅を用意し、それへの住み替
えを容易にする仕組みをつくる必要があるであろ
う。たとえば、同じニュータウン内にある稲城市
では、新築の公営住宅に移った世帯が出た後の公
営住宅に入居する人がいないという事態がすでに
3年ほど前に生じている 7)。人口の東京都心回帰
と、迫り来る高齢化と相まって、郊外のニュータ
ウンはいまやハード面の整備よりもソフト面の整
備が急がれる時を迎えつつあるのである。
本研究を行なうに当つては、平成8・9年度文部省
科学研究費補助金(代表・杉浦芳夫)ならびに都市研
究所研究費の一部を使用した。
注
1)以下適宣言及する多摩市内での住宅建設の推移に
ついては、『統計たま 平成 8 年版~ (pp.l06-107) 
によっている。
2)具体的には、まず、 1990年5月現在の情報が掲載
された50音別電話帳と1995年5月現在のそれとを
比較し、多摩市内で住所変更があった3.313世帯
を抽出した。そして、 3.313を対象世帯数の150で
除した約22世帯を lグループとして、その中から
無作為に 1世帯を抽出した。なお、調査協カが得
られなかった場合は、あらためて同じグループ内
から対象世帯を無作為に抽出することを繰り返し
fこ。
3)石崎(1998)によれば、駅・バス停・商業施設・
医療施設への近接性と地形から多摩市のニュータ
ウン地区内の住環境を客観的に評価すると、多摩
センター駅・永山駅周辺を除き、大きな地域差は
ない。
4) w平成7年国勢調査結果報告書』による。
5) w平成5年住宅統計調査報告』による。
6) ただし、 1998年には人口が若干増加している。
7)筆者のうちの一人である杉浦が1997年に担当した
東京都立大学の「地理学概説IJの授業を科目等
履修生として聴講されていた山口 功氏(稲城市
役所企画部)のご教示による。
参考文献
石JI崎研二「地理情報システムを用いた多摩ニュータウ
ンの居住環境評価J. W理論地理学ノートm，p.31-52. 
1998. 
上田知子・杉浦芳夫・石JI崎研二「不動産情報とGIS-
東京の新聞折込広告の分析-J.玉川英則編『都市を
とらえる一地理情報システム(GIS)の現在と未来
ー~ (都市研究叢書12)東京都立大学都市研究所，
1996. 
杉浦芳夫「多摩ニュータウン住民の生活時間・生活空
聞と商業・公共施設配置J.東京都立大学『平成9年
度特別研究奨励費成果報告書』東京都立大学.1998. 
三谷 豪・杉浦芳夫・山根拓「多摩ニュータウン諏
訪・永山地区における高齢者の分布とその住環境評
価に関する研究J. W総合都市研究~ 56. p.5-35， 1995. 
福原正弘『ニュータウンは今 40年目の夢と現実』東
京新聞出版局. 1998. 
若林芳樹「多摩ニュータウンにおける住民意識からみ
た居住環境評価J. W理論地理学ノート~ 1. p.9-29. 
1998. 
Key Words (キー・ワード)
Intra -urban Migration (都市内移動)， Residential Environment (住環境). Tama 
New Town (多摩ニュータウン)
杉浦・石崎:多摩ニュータウン内における住宅地移動
Intra -urban Migration in Tarna New Town， Tokyo Prefecture 
Yoshio Sugiura事 andKenji Ishizaki本
ホGraduateSchool of Science， Tokyo Metropolitan University 
Comprehensive Urbαn Studies， No.70， 1999， pp.5-15 
15 
This paper reports on intra ・urbanmigration in Tama New Town， Tokyo Prefecture， 
based on questionnairing in Tama City. The questionnairing was conducted on 109 house-
holds who had changed their residences within Tama City from 1990 through 1995. The re-
sults are summarized as follows: the decision to move is related with dissatisfaction with 
housing conditions of their former residences; movers could search for the new residences 
in the area not so distant from their former residences because newly constructed houses 
continue to be supplied near their former residences in Tama New Town being stil in the 
building; moves between the owner -occupied houses exceed those between the owner-
occupied house and the rented house since many householders are in their forties and 
fifties who incline to own their houses; wife's wi1 is likely to be more esteemed in choosing 
the new residence， and many movers regard housing conditions as the principal choosing 
criterion while some take into account accessibility and amenity， too. 
